広島県総合計画審議会第３回小委員会　議事録
１　日　　時　　　平成２１年７月１５日（水）１５：０１～１７：１４
２　場　　所　　　県庁北館２階　第１会議室
３　出席委員　　　伊藤委員長，折登委員，坂越委員，坂本委員，
西村委員，原田委員，平谷委員，三宅委員
４　議　　事　    現行「分権改革推進計画」の取組と課題
５　担当部署　　　広島県企画振興局政策企画部政策企画課（政策企画担当）
　　　　　　　　　電話：０８２（５１３）２４１４
６　議事概要
【現行「分権改革推進計画」の取組と課題】
　●　事務局から説明，質疑応答
７　議 事 録
【開会】
（委員長）
　　　ただ今から，広島県総合計画審議会，第３回の小委員会を開催いたします。

【議事】現行「分権改革推進計画」の取組と課題
（委員長）
　　　本日は，前回説明のありました，現行「分権改革推進プログラム」の推進状況及び課題の概要を踏まえまして，現行の「分権改革推進計画」の取組とその課題について，まず個別の審議を進めることとしております。

　　　最初に事務局から資料の説明をお願いいたしまして，前回と同様，個別の事項ごとに皆様の御意見をお伺いできればという具合に思っております。委員の方々には，だんだん各論に入っていきますと，とっつきが悪い問題が多いかと思いますが，それぞれの事務局の説明を踏まえまして，次期計画に向けてどういった視点で取り組むのか，あるいはどういった取組課題があるかにつきまして御意見をお聞かせいただけたらと思います。多くの方が御専門ではないとお思いかもしれませんけれども，むしろ素朴な疑問など専門の行政の方々が見ていらっしゃる以外の新鮮な視点をどんどん入れていただけたらと思いますので，よろしくお願いいたします。

　　それでは，お手元の資料１に基づきまして，事務局の方からよろしくお願いします。
（事務局）
資料説明：資料１「市町と県の新たな関係について」
（委員長）
資料１に基づきまして，現在の分権改革推進計画の骨格について御説明いただきました。何か御質問等がございましたら，お伺いしたいと思います。

　　　よろしいでしょうか。また，今後の資料２以降の個別の審議事項のベースになるものですので，また何かありましたらさかのぼって御質問等いただけたらと思います。

（委員長）
それでは，続きまして資料２につきまして，事務局の方からよろしくお願いいたします。
（事務局）
資料説明：資料２「市町の現状と主な課題」
（委員長）
今御説明いただきました，こういったものを踏まえて，今後フォローアップに向けて作業をする，あるいは新しい計画づくりに向けて作業していかなくてはいけません。そういった作業のための現状認識として，あるいは課題の整理として，こういったまとめ方をしていただいたんですが，委員の方々には，これで足りているかどうか。あるいは御専門ではなくても，少なくともこういった視点からの検討が必要ではないかという御意見でも結構ですので，御自由な御発言をお願いできればと思います。
（委員）
ちょっと内容が広いのでなかなか難しいとは思いますけど，当初，計画でどの辺りを目標にされていて，実際，現状としてどの辺りまでいったと評価されているんでしょうか。何でもかんでも数字がいいとは思わないんですけども，昨今，数値目標などもありますので，そういう観点でどこまで県として考えて進めてこられて，どこまで達成されたと考えておられるかをお聞かせいただきたい。
例えば，合併であればどれぐらいまでを目指したのかと。それは，決めるのはもちろん各自治体や住民ですよ，という意味では，それは正しいとは思うんですけども，そうは言いながら，県は県としてのあり方を考えなきゃいけないときには，これぐらいであればというところがないと，計画は何も進まないと思うんです。そういう意味では，アウトラインがあったのではないかというのを推測するもんですから，それに対してここまでいっていると思いますというところで結構なんですけども，お話しいただければと思います。
（事務局）
合併の枠組につきましては，結果として合併をされていない市町もございますし，合併をされても，先ほど申し上げましたように１万人に達しない町も２つございます。当初，県としてもいろいろな案を作りながら，基本的には各市町で住民・議会の意見も踏まえながら，真摯に議論をしていただいたと思うんですけれども，結果として合併ができなかった，合併しないという選択をした市町もございます。枠組も想定よりも結果的に変わったところもございますけれども，それは住民とのいろいろな議論の中で，最終的に選択されたものだと思っていますし，それはそれで私どもとしては，それを前提に今後の合併をした市町の更なる自立・発展を考えていく必要があるのかなと思っております。

　　　それと，合併が進んでいる段階では，先ほども申し上げましたような，特に財政問題といいますか，国の三位一体改革でこれだけ大きく地方交付税が削減されるというのは想定をしなかったという部分がございます。それは非常に，ちょうどタイミングが重なったということもございまして，まさに各市町，いろいろなまちづくりを進めていく，始めようという段階で，そういう国の動きもございましたので，そこはやや，想定をできなかった部分かなと思います。

　　　ただ，いずれにしても，人的資源もそうですし，お金もそうですけれども，限られた中でどう持続的に行政をこれからしていただくかというところですから，自ら改革あるいは見直すべきところは，しっかり改善もしていただきながら取り組んでいただきたい。県として，先ほど申し上げました，例えば人材育成でありますとか，そういう積極的に支援できる部分については引き続きやっていきたいと思っています。

（事務局）
　　　今，委員がおっしゃったことは，まさにこの委員会において，極めて重要でございます。したがって，まずやっているのは，今までどういう目的で何をやってきたか。それで，どこまでできたか。その成果はどうか。今後何をするべきか，ということを，いわゆる行政のあり方，行政の進め方をまず検証していこうというのが，当面，今年の今やっている最大の作業です。

　　　したがいまして，資料も，次の資料３なんかに書いていますように，取組と成果，それからその後，今までの取組をしてきたことに関して，どういう環境変化が生じたのか，課題は何かと，こういうふうにして，私は皆さんに具体に分かりやすく説明をしなければいけないと思っているところです。
　　　例えば合併に関して言いますと，どういう形の合併をするかというようなことは当然考えておりまして，具体的に言いますと，県としては当時８６の市町村があったわけです。これを幾つかの案がありましたが，何案か市町村の方へこういう形で進めてはどうかとお示しをしたわけです。それはもちろん，外部の方も入れて検討いたしまして，一番少ない案が８６を１７にしてはどうかというのが，一番少ない形でございました。ただ，今説明しましたように，ここに書いています１万人以下が２町に減ったからいいみたいに書いていますが，１万人なら市町村が住民サービスがいい形でできるかどうかというような具体の検証はせずに，集めたら大体このぐらいになるから，今よりいいだろうというような案をお示しをしたところでございます。

　　　結果として，県が案としてお示ししたとおりになったところもありますし，協議，話し合いで決定されるものですから，そのとおりにいかなかった，まったく合併ができなかった市町村もございます。

　　　ということでございまして，事務局の方も分かっているつもりで書いているが，どうも十分な説明ができていないところがあるかと思いますので，以後，説明は皆さんに課題を十分わかってもらうよう努力し，我々が課題だと思っていることが，本当の課題なのか，あるいはもっと違う視点で課題があるのではないかということを，率直に意見を申し述べていただいて，それをどういう方向で検討するかということが，当面，今現在，最も必要なことだと思っておりますので，ここが分からない，こういう課題もあるのではないのかということなど率直な意見を申し述べていただければと思っております。

（委員長）
委員の御指摘はもっともなんですが，ただ資料には，次の資料３と一体で議論しなきゃいけないところがあると思いますので，ちょっとこれだけではかなり難しいと思われたかもしれません。いわば県から市町にこれだけ移譲するからということで，これから資料３で御紹介いただくと思うんですが，そのために市町はちゃんと体力づくりをしておきなさいよというのが，恐らくこの資料２に当たるところだろうと思うんです。

　　　だから，県から言うだけではなかなか動かないし，それぞれの市町の事情もおありだろうと思いますので，すべてを数値化するというのは，難しいところもあるかもしれません。
（委員）
　　　人材育成の中で，人材開発というのは大事だと，人事交流ってすごく大事だと思うんです。先ほどのお話だと，これまで年間５０人規模だったということなので２３市町で割ると２人ずつということかと思いますが，全体の行政の中でこういうところに重点的に今まで人事交流をやって，どういうねらいとどういう結果があったのか。また，人数的なところだけを今伺ったんですけど，それについてもう少し具体的な課題として，どのようなものが考えられるのかというのを教えていただきたいのが１点です。

　　　もう１つは，行財政運営の関係で，歳出削減へ向けたということで，例えば民間委託のような形で経費削減を図るというふうに言われたんですが，教育委員会の仕事などをしていると，例えば非常勤で雇った方の不祥事なんかが問題になってきて，経費削減のために正採用じゃない方を雇った場合に逆にコストがかかるという問題もあり得ると思うんですね。そういったところも含めて考えていかなければいけないかとも思うんです。その辺りも課題になってくるのではないかなと思いますので，教えていただきたい。
（事務局）
まず，人事交流につきましては，本年度で言えば，県から市町あるいは市町から県へ５０人ぐらいずつということなので，平均すれば委員がおっしゃったような２人ないし３人というようなことになるんですけれども，基本的に従来から，地域の実態に応じた中で，市町として様々な政策を立案し，それを実行していくというようなこと等もございまして，これまでどちらかというと，例えば企画関係でありますとか，あるいは行財政体制を一層整えていくというようなことで，総務関係でありますとか，そういった部門での交流というのが，どちらかといえば主流だったのかなという気はします。

　ただ合併後，最近は特に権限移譲を受けた形で事務執行をどう進めていくかという課題がございますので，そういう中で例えば福祉関係でありますとか，先ほど申し上げました建築関係でありますとか，そういった技術職員の交流も最近増えているというような状況だろうと思います。
（事務局）
補足しますけど，人事交流というのは，これは広島県には結構長い歴史がございまして，昭和の終わり，平成になる前から，実は同じ自治体であるから，県と市町村というのは同じような仕事をすることが多く，それから，県が補助金の交付決定をしたら，市町村が執行するとかいうふうなことがあるから，制度としては相互交流をしましょうという制度があるんです。だから，２人，県へ行って勉強をしたいとか，あるいはこういう部分について深くやってみたいとか，２人をこの部分とこの部分へ出したいと言ったら，お互いに同じ数にしましょうと，県からも２人出しますけどどこがいいですかというようなことで，いわば交流というのを主として制度がスタートしております。

　　　今もその交流が制度上は主体になっていますが，これから説明する，県がやっている仕事を市町村にやっていただいた方がいいではないかというようなことがあるものですから，これは人事課ベースでやっているんですが，私どもの企画振興局の権限移譲であるとかいうようなところも，市町の意見を聞きながら，この分野はこういう権限を移譲したから，この権限を習熟していただくまでは行かせましょうとか，そういう形になっていまして，どういう目的でスタートしたか，何に役立っているのかというと，そういう要望が増えてはおりますが，要するに明確な人材育成のための研修としてのコンセプトをもってやれているかというと，率直に言うとそうでない部分もあるということでございます。

　　　それから委託の件ですけど，教育委員会の委託の件，要するに非常勤であるとか，給与費を抑えるために委託にしていて，そういうことをするから逆に問題も起きるというような側面も，率直に言えば，あるかもしれません。

　　　これは安く抑えるというよりも，いわば教員が授業をするコマ割で言えば，全部，毎日来る必要があるかどうかとか，これだったら非常勤の職員を活用した方がいいじゃないかというような側面もありまして，制度上，課題はいろいろあると思いますが，勤務条件とかそういうものもみながら，総合的な判断がされていると思います。

　　　私が言うのもどうかと思いますが，全部正直に言っているかどうか怪しいなと思ったら，徹底的に追及していただいた方がいいと思っています。我々はやっていることを，ついつい，正しいんだとか，正当なんだというふうに説明しがちです。率直に言って，そうではない部分も，しゃべっているのを聞いていたら分かると思いますが，いいことばっかり言っているようなことは，大概の場合，いいことばっかりではないと認識をしておいていただければと思います。
（委員）
　　　主には資料１になるんですけれども，広域自治体の役割というものが，もうひとつイメージしにくい。広域自治体として道州を考えるのか，現行の県を考えるのか，いろいろなレベルはあると思うんですけども，市町の方へできるだけたくさん権限を移譲した上で，広域自治体は，その役割を特化していくことになると思うが，その役割とは，例えばどういうことになるんでしょうか。

（事務局）
今日まで全国知事会というのが三重県でございまして，全国知事会の中でも，広域自治体，道州の問題，地方分権というのは，今最大の課題でございます。

　　　広域自治体というのは，今現在の県は，県なりに自治体としては広域です。市町村が住民に一番近い地方自治体ということで，これを基礎的自治体と言っておりまして，市町村ができない，あるいは市町村のエリアを越えて考えるようなものが広域自治体であると。市町村合併が進んだから，道州が必要なのではないかというような話が，今あります。

　　　じゃあ，それは何なのということになりますと，つまり地方自治の形は今現在，県と市町村，二層制になっております。行政の中身は国，県，市町村という三層制で相互に依存関係，もたれ合いというか，そういう表現がいいかどうか分かりませんが，そういう関係で更に言いますと，国は本省というのがあります。霞が関にある中央省庁です。ここが国家の存立にかかわる外交，防衛，通商，産業というような部分も持っておりますが，日本国内，各地域がやる内政の問題についてもコントロールする機能，金，権限を持っているわけなんです。

　　　それを，国が霞が関で決めて，例えば，国土交通省ですと地方整備局というのがあり，その地方整備局を通じて広島県の土木に指示が下りる，あるいは補助金が認可されるというシステムになっております。

　　　それから県の場合も，県があって，県の地方機関というのがありまして，市町村は仕事をする場合に，目の前の道路が国道だった場合に，直接，国に，霞が関に言って何とかしてください，はい，分かりましたというふうにはなっていないわけです。

　　　つまり，市町の場合は，まず県の地方機関に何とかしてほしいという相談をするわけです。地方機関でそれじゃ何とかしましょう，お金もつけましょうという権限はないですから，今度は県の本庁へ来ます。本庁へ来て，例えば県道整備事業ひとつにしても，実は国庫補助金とか道路構造令とかいろいろなものがありまして，全部国にコントロールをされております。

　　　したがって，県が話を聞いたら，国の地方機関へ行きます。国の地方機関から本省へ行きます。こういう形になって，内政いわゆる地方自治と言われる分野も，実は国がコントロールしている部分が極めて多いです。そういう形の中で，今の広域自治体がいるのかいらないのかという問題で，これは幾つか問題があるんです。

　　　１つは，県がなくなって国と市町だけになったんじゃいかんだろうということで，広域的な自治体が必要ですという考え方があります。広域的な自治体はいらないけれど，国が今の例えば整備局みたいなところが，直接市町村とやりとりすればいいじゃないかということも議論をされております。ただ，我々県といたしましては，地方の広島県のためにという仕事をしてきておりますから，地方は自立して責任を持って仕事をするには，やっぱり地方の側で広域的な事務もやるべきだろうというふうに，今考えております。

　　　もう１つ言いますと，政府が作りました地方分権改革推進委員会，丹羽さんという方が会長ですが，そこで言われている，国の権限で内政に関する部分は基本的に地方へ権限移譲しなさいという考え方でいけば，もう新聞等で議論が出ていますので御存知と思いますが，昨年５月，第１次勧告がありました。例えば河川なんか，県ができるものは県に移譲したらどうかということで話がありまして，広島県の場合は，国が管理している河川というのは，太田川，芦田川，小瀬川，それから高梁川，江の川とあります。一番河口から一番上流まですべてということではないんですが，県を越えているようなものは今はいいけど，県内で完結するものについては，地方分権改革推進委員会は全部県にお渡ししなさいと言われたんで，我々は太田川の河川の整備・管理はできるからよこせという話をしたんですが，国は，国がやった方がいいんだと言ってよこさない。今現在は今の県制度を前提にしていますが，例えば中国地方でまとまったら，中国地方の河川は全部，このエリアの中に入りますから，そうしたら一番大きな河川の江の川だって，中国州になるのか何か分かりませんが，そこで管理はできるでしょうと。全部が全部とは言いません。大災害が起きたときに，財政支援は膨大にしないと災害復旧ができませんから，一定の国の役割はあるとは思いますが，通常の整備・管理は地方でできる，国がコントロールする必要なし，というようなことを考えれば，河川の整備・管理，あるいは道路の整備・管理というようなもの。具体的なハードもので言いますと，そういうふうなものが地方でできるでしょうと。あるいは各省庁にあります，例えば農林水産省は農家に直接米を作らなくなったら補償するとか，そういうのを全部国が決めているんですが，この地域の農業は地域で考えた方がいいじゃないかというような部分とか，様々な分野がありますが，市町村も広島県でも，７，０００人クラスの町から１００万人を超える政令市広島もあるので一律ではないですが，大きいから小さいからというのではなくて，市町村だけでやるよりも，そのエリアを越えて隣，あるいは広域的に考えてもらえるものについては，やっていくものがあるんではないかというのが，今現在，県の立場でございます。
（委員長）
今のお話は，あくまで行政サービスをする立場からの目線ですので，ぜひ生活者とか企業の立場からの御意見を，フォローアップに生かしていただきたいと思います。
（委員）
この資料２，３も見ながらなんですが，県の権限の範囲内で県としての反省材料，課題としてはこうであるという提示だと思うんです。

　　　もう１つ，市町村合併というのを随分進めてきた。そこで，前回，委員の方から，疲れているのではとか，閉塞感だとかいろいろ出てきたと思うんですけども，もう１つの視点として，この市町村合併を進めてきて，もちろん県はこれだけでいいんだというのがあるでしょうが，市町村の今現在の満足度，住民の満足度それから不満とか，そういうものを吸い上げて，実は県としてはこういうことをやってきた，また，現在ここは課題として残っているので次のステップとしてこれをやりたいという，県側の視点のくくり，これはこれとしてあっていいと思うんですけど，それプラスですね，例えば実際に市町村合併をしてきた市町村が，合併してからの困ったこと，やってきてよかったのか悪かったのか，今後こうなるんだということの実感が，つかめないとかそういうことも入っていたら，随分この現状というものも客観性というものを持ってくるのではないかなと思います。それは市町村の仕事だから知らないというようなこともあるのかもしれないけれども，私は，やっぱり県が旗振り役というか推進をしてきた責任というのもあると思うので，その市町村，またそこの住民の人が市町村合併を進めてきて，今現在どうなっているのかということをもう少し含めていった方が，課題というようなものが客観性を帯びてくるのではないかなというふうなことを，私は思っています。

　　　それと，あと私の意見といっても，意外と固定観念が決まっているところもあるのですが，私は民営化，委託できるものはどんどん進めていくというのが，本来の公というもののあり方じゃないかなと思っているんです。またその公の質，役割分担を例えば国，それから広域自治体，都道府県なり道州が何をこの中でどういう分担をしていくか，公の質というか，あとは振り分けかなという感じがしているんです。

　　　公と私というくくりでは，やっぱり公が担うべきものは何なのかというようなことを考えて，民間でできるというようなものは，全部そちら側に移管して，実際にいろいろ具体的に問題が起きてくると思うんです。その問題というのは，それは公的な問題として，実際に何か実働としてやってそこで問題が起こった。じゃあ，公のところはどんな責任を，例えば賠償なり補償なりになるのかというのは，それは個別の法律の解釈とか委託の仕方がどうであったかということで決まってくるので，そこはそこの問題として，やっぱり頭の整理としては分類，峻別しておいた方が私はいいと思っているんです。できる限り民間でというところでやっていく。

　　　それによって，民間で育っていくようなものもあろうし，民間では難しいようなものもあろうし，また，民間がやるということによって，地域との一体感が醸成されるとか。私は地域との一体感とか地域に根付くとか地域の一員であるというような意識の醸成って何でできるのかなと考えたときに，やっぱり自分がそこにかかわっているとか，そこで実働していることがある。実際に，例えば政治参加もしているということによって，そこの地域との一体感というのは生まれてくると思うんです。そういう点からも，私は民間でできることというのは，どんどん民間委託していけばいいんじゃないかなということ。

　　　一方，本来，民間に委託すべきでない事柄までされているものはないかと，そこら辺の検証は必要じゃないかなと思っているんです。民間の委託については，私はそういう意見を持っています。
だから本当に公が自分のところに残すべきものは何なのか，都道府県やるべきことというのは何なのかというところで，１つ出ているのは広域性ということだろうなと。私も，広域性というのは，自分の地域で全部結果，成果というのが集約されてしまうものについては，そこは都道府県なり道州というようなことになるのではないかと。分野で言うと，例えば公物管理ですよね。それからあとは環境のところというのは，空間的な広がりももつものであるので，そこは都道府県，道州というところが取るべきかなと，そういうところを特化していって，総合性というのをある程度，都道府県は捨てざるを得ないんじゃないかなという感じはするんです。都道府県は，行政分野の全部ということではないんじゃないかなというようなことが，私の意見です。これは，いろいろな委員の方々から意見を聞いたり，全体からの意見を聞かなきゃいけないというところはあるんでしょうけど，いずれともかく，もうそういう方向性であろうかなと。

　　　そこで，あるときにおいてどんな支障が出てくるのか，そのときにどういった解決をしていくのかというところの工夫を，具体的には考えなきゃいけないというのが，私のこの資料２に関しての意見です。あとは，もうちょっと市町村が疲れてるんじゃないかとか，ここが困っているとか，合併してどうだったのというようなところを，やっぱり付け加えていくべきじゃないか。今日の資料は，県からの視点だけなんで。
（事務局）
今の委員の御意見は，極めて貴重な話だと思っております。要するに行政って一体どこまでテリトリーにするのかという部分が，長い間，右肩上がりの経済だったものですから，税収もどんどん上がってきて，どんどん金が増えたら守備範囲を広げて，あれもこれも，福祉国家を目指すんだみたいなことで，何でもやっているわけです。

　　　今になってみると，大体１年間に国税，地方税を合わせて９０兆円ぐらいの税収があるんですが，１年間で９０兆円ぐらいの税収に対して，借金は１，０００兆円になろうかということになっております。それは，税収だけであとは何もしなくても，１０年たっても償還できませんよと，つまり，それは次の世代の税負担にかかってくる。借金，県債を国債をどんどん出すということは，次の世代の税負担で処理するしかない状態になっております。だから，それじゃ返せないから増税ということに，そういう話が今出ております。

　　　そういう意味から言えば，行政が何でもかんでもすべてやっていくということが行政の論理である今，そこが問題だという，極めて根っこの部分の議論をしなきゃいかんのではないかと思っております。

　　　それから委託の話ですが，そういう公のサービスをどうするか。これ公のサービスであっても，民間で対応できるものはあるわけです。かつて，いい住宅を造って提供するというのは公営住宅法に始まって，すべて役所がやっていたんです。今は公営住宅をどんどん造ってやる時代ではなくなっていまして，むしろ民間が総合的なグランドデザインの下に都市づくり，住宅づくりみたいなことをやるということで，そういう部分が減ってきております。そういうことを，どこまでを守備範囲にするか。もっと言えば，住民，国民一人一人が自らやる。例えば公物といっても，自分の目の前の道路ぐらい，我が家で掃除するぐらいのこともやればいいわけです。きれいになっていないのを全部，役所が掃除をしなさいとかというようなことをこのまま続けていったら，高福祉ということは高負担が前提ですから，膨大なことになりますよというようなことも考えていく。

　　　まさに，これから県としていろいろな仕事をするときに，どこまでやるのがいいのか，あるいは市町村も含めた公的分野がどこまでやるのかということを，根っこに考える必要はある。それは重要な問題だというふうに受け止めさせていただきます。
（委員長）
　　　先ほど資料１では，現行の計画なんですが，その辺りの役割分担，守備範囲の問題が，見れば出てくるんですが，やはり弱かったと思いますので，次回はぜひ表に出していただくようにと思います。
（委員）
まず１つ，人材育成というところなんですが，私は経済産業省の，特に中小企業政策の政策審議会の委員をやらせていただいて，中小企業の生き残りをかけてというところで，いろいろな組み立てをお手伝いさせていただいているんですけども，例えばこの人材育成の中で，職員の公務能力の向上に向けた研修を実施，延べ３，０００人の方たちが受けています。例えばこれを考えていきますと，市町村合併の中で，例えば商工会議所とか商工会，全国連，日商という部分ですけど，そういうところも実際に中小企業の人たちに対して，もっとしっかりとサービス，バックアップをしようよということで研修をずっとやっているんです。それは中小企業対策ということも含めての研修なんですが，私はそういう研修の講師をずっとさせていただいていますが，県の方がほとんど参加されていない。実際に，これは，市町村合併の弊害だと思うんですけども，商工会等の活動エリアが逆に非常に大きくなってしまったために，商工会の指導員の数も少なくなり，中小企業に対して直接的な指導をするということがなかなかできなくなってしまって，それをもう少し幅広い観点で，いろいろな角度からサポートしていくということが必要になってくると思うんですけども，実際にこの人材育成の中で，それらを，例えば商工会議所がやる指導員の育成，専門家の育成，それから県の職員の公務能力の向上の育成という部分などを，もし合体してやることができれば，もっともっと具体的なものに落とし込んだ研修というものができるんじゃないかというふうに思われる。

　　　それからもう１つが，実は中四国で一番大きなバイヤーを呼んでの展示会というのを，実は広島市がやっているんです。これはもう７年になるんですけども，広島市が「ビジネスフェア中国」という形で最初はやっていたんですけど，今は鳥取県，島根県，山口県，愛媛県，高知県という各県も協力という形になって，実際に毎年２月に行うんですが，特に今年の２月などは出展社数が中小企業ですけど１６１社，それからバイヤー数が全国から呼んで４１３社。来場者数もたった２日間なんですけど，５，０００名の来場者があるというぐらいの，非常に年々大きくなって，ブースも確保できないような，そういう中小企業の政策という形に限ってのことなんですが，ビジネスマッチングをやっているんです。

　　　本来であれば，それは県が主体となってやっていけば，もっと幅広く広がっていくものが，広島市がまずこれをスタートさせるということになったので，広島に限っては，広島市しか出展できない。他県からは，県単位でそれを協力という形になっているので，県ごとにいろいろな企業が出展しているという，ちょっといびつな状態になってしまっている。

　　　そういうふうなことなども含め，逆に国から県，県から市町村という形で下ろしていって，細かなサポートができるようにしていくということの反面，逆に県がやった方がもっと広く，全国から例えばバイヤーを呼んで，広島県それから中国５県，全体を合わせてそういうビジネスマッチングなんかができる可能性もあるんですけど，そういうふうなものができていない。

　　　それからグッドデザイン賞にしても，私は審査員をやらせていただいているんですけど，広島グッドデザイン賞なんです。ですから，広島市じゃないとそのグッドデザイン賞に参画できないというようなことがあって，本当は，参加者は例えば熊野町とか，いろいろな市ではないエリアの方たちが出たい，出展したい，それを広島グッドデザイン賞として全国に出していきたいと言われているものが，県ではなくて市がやっているためにできていない。

　　　これは，たまたま中小企業政策ということでの話なんですが，もっともっといろいろな部分で，市がやるよりも県がやった方が，取り組んだ方が，さらにいろいろな意味で拡充するし，外貨が稼げるということにもつながっていくし，いろいろな部分で可能性が高いものもあるんじゃないかと思うんです。

　　　ですから，このまちづくり，人材育成という中で，今現在，市町村がやっている部分を，逆に県がまとめてやっていくということなども少し検討いただければいいんじゃないかなと思います。
（委員長）
今のは民間部門と公的部門の役割分担だけじゃなくて，国と地方の役割，更に地方と地方の役割ということで，更に複雑なんですけども，重要なお話だろうと思います。

　　　時間をかなり取りましたので，また後で３つの検討課題を通して御発言いただけたらと思います。

（委員長）
　　　続きまして，資料３につきまして，事務局から説明してください。
（事務局）
　　　資料説明：資料３「県から市町への権限移譲の取組と課題」
（委員長）
資料２より資料３の方が，皆様にとりましてはとっつきやすいかなと思います。

１つだけ教えてください。図１の延数で進展状況が比較されているんですが，これはこれで理解できないことはないと思いますが，一番左側に県全体事業数の１割弱ということなんですが，これも延数なんですか。
（事務局）
これが，非常に難しい部分がございまして，県全体の事業数については，平成１８年度に事務事業の総点検というのを実施しておりまして，これは２，６１０事業とそのときにカウントしているんです。この２，６１０が，県全体の事務数として公式な数字なんですけれども，権限移譲の対象としている事務事業は，実は平成１５年当時にやったもので，必ずしもくくりが一緒でないんです。比較ができない。ただ，直接比較になじまない点があるんですけども，おおよその目安ということで理解をいただけたらと思っています。

（委員長）
ネットなのか，延なのか。
（事務局）
延数ではありません。要するに２，６１０に対応するとしたら１８９とかという部分になるんですけど，延数ではありません。ただ２，６１０と１８９がリンクはしていないということです。
（事務局）
補足させてください。今最初に委員長がおっしゃったように，全体でどのぐらいのボリュームがあるのかと，そのうち，どの部分をどれだけ移譲したのかという，実はボリューム感がはっきりしないんです。

　　　要するに，権限移譲というのは，住民に身近な市町村で，住民の日常生活にかかわりの深いこと，あるいは日常の産業活動にかかわりの深いことについての権限を市町村が持っているから，市町村で処理ができますよというふうにしていった方が，住民のためにいいでしょうという整理をしたんだけど，結果として図１にあるように，全体の１割弱ぐらいが移譲することになっているかなと，つまりこれは国と同じ側面もありまして，事業部局は，基本的に県が持っている権限を渡したくないわけです。この計画を作った当時，各事業部局と，これは専門性が必要だとかいう議論を経て，その結果，２，４４６，①と書いている約２５００件の事務について，これだけは移譲しようということを県の中で，不十分ながらも決めたということが１点です。

　　　決めたんだけれども，依然として進んでいない部分があるということが２点目です。最初の目的に従っていけば，これは何のためかと。実は今の権限移譲計画は，全国でトップレベルになっている。役所の都合だけで言えば，全国で一番いい計画を作って，一番進めているんですと，今まで資料を作ると役所はこういう説明をしてたんですが，そうじゃないよと。きちっとした体系的に，住民のサービスの向上のために渡しているかというと，そこもできていないですよということ。どうも私はちょっと言い過ぎるのかも分かりませんが，そういうことで，課題がたくさんあると認識いただければと思います。
（委員長）
今回のこの小委員会なり本体の審議会の仕事は，今滞っている分権をどう進めるかというのが１つと，もう１つは今おっしゃったように，住民サービス満足度の向上の点から，さっきの１８９をもっと拡大するなり，見直すということも必要かなと感じました。
（委員）
先ほど，事務局が言われましたとおり，１，２，３のつながりが見えにくいところがあります。そこのところが見えやすいようにしていただければと思います。我々も大学とかで資料を作って，分かりやすく作ったつもりでも分かりにくいと言われます。なかなか資料づくりも難しいとは思うんですけども，目的と現状というのが分かるような形にしていただければというのが１つ。

　　　そういう観点でいって，これは１とか２とかにもさかのぼるようなところがあるわけなんですけど，そもそも論として，住民ニーズに沿った行政サービスが，もれなく市町村に移った方が本当に良いのか。そこのところの振り返りというのは，今回入れるべきではないかなと思うんです。だから初めの計画では，地域住民に沿った，地域住民が要請している行政サービスが地域の問題だから，すべて渡すべきであるという観点であったとしても，こういう仕事をする場合，結果論として本当にそうだったのでしょうかと，そこの振り返りは必要だと思うんです。

　　　見方によると思うんですけど，恐らく合併も含めて，サービス展開の話も含めて，住民サイドに立ったときにあんまりいいことがなかったじゃないかというのが，全体的な話として出てくる，住民サービスのためのもので，住民に近いところでやっていただければいいと思って進めていることが，実感として伴っていないというところがあると思うんです。それは，そういう意味では振り返りが必要だろうと。それで，もっと言うと，実際にどうなんでしょうかと。理念的に住民サービスを一番近いところでやっていただくのが正しいとは思うんですけども，これはちょっと言い過ぎかもしれませんが，結局それを受け取る住民の意識が，まだそこになっていない。要は押し付けられているというふうに受け取っているんじゃないかと，そういう意味でいくと，これは渡すべきものですと，もっと広報をする必要があるんです。

　　　ちょっと例を出さないと，具体的に分かりにくいかもしれませんけども，うんと昔というか，従来，明治以降の話で，国が中央集権になる以前の話でいったら，村のことは全部村がやっていたわけです。自分の専門性のところで言いますと，例えば水関係の話にしたとしても，身近なため池だとか農業水路だとか川だとか，本来そこの整備というのが，村の，住んでいる人のものなんです。仕事なんです。だったはずなんです。

　　　ところがそれを，明治時代になって国が取り上げたんです。それで百数十年やってきているから，もう自分たちの仕事ではないと思っているわけです。それを戻されたら，それは住民サービスが下がったとしか思わないです。だけど，実際問題，国が中央集権でやっていて，自分たちの子どものころはまだ整備されていなかったから遊べた川のところが，護岸が整備されて柵がされて，隔絶してしまったら，もう自分のものじゃないですから，それをもう１回やりなさいと言われたら，それは住民サービス低下としか見えないです。

　　　そういうところの意識改革まで求めないと，これは住民からは絶対批判しか出ないと思うんです。そういう意味ではもっと広報ということも進めていかないと，批判ばっかりが出て，あまりいいことがないとか，県は何をやっているんだという話になっちゃうんじゃないかなと思います。

　　　それとあともう１つは，権限移譲を進めていったときに，サービスというものと，専門性のものを，なかなか国が県に出したくないのと同じように，県が市町村に出したくないというところでいくと，自分自身も専門的なところで生きているという立場からすると，枡が小さくなると技術は落ちるんですよ。だから市町村で担当する技術者が仮に２人いたとする。県だったら１０人いた。同じようなスキルをもともと持っている人が２人のまま長く置かれるのと，１０人いるというのを比べると，２人では技術レベルの維持ができないんです。そういうところでいくと，１００％投げるのがいいのか，もうちょっと別のシステムがあるんじゃないかというところも含めて振り返っていただければなと思います。
（委員）
似たようなことなんですけど，私が先ほど言いたかったようなことをおっしゃって，うれしいと思ったので。やっぱり人間の社会の中で自由と自治というのはしんどい。だから誰かがやってくれればいい。行政がやってくれればいい。自分の手でやるんじゃなく，人がやってくれればいい。全部，周りが決めてくれれば，それに乗っていさえすれば楽と思っている人ってやっぱり多いと思うんですよ。

　　　人が持ってきてくれる方が楽なんですよね。きちっと持ってきさえすれば。ところが，自由ですよとされると，自分ですべて決めて自分で獲得していかなきゃいけないというのは，それだけの能力を要求されるので，やっぱりしんどい。同じことが現在こういうところに現れてると思うんですよね。

　　　だからそれをどういうふうにして，自分の地域のことについて自分で考えて決定していって，その責任の一端も背負わなきゃいけないんだよということを思わせていくのかという，そういう仕組みは行政の責任として，やっぱり必要なんじゃないかなと，自治と自由というようなものを，それぞれ一人一人獲得していかないと，その地域社会はもたないんだというようなことですよね。それをどう思わせていくのかという，非常に重要な仕事じゃないかなと思うんですよね。

　　　それともう１つ，それと別のことでいつも思うのは，専門的人材が必要なのでなかなか進捗が進まないというので，いつも建築確認というのが出るんですよね。詳しい中身は知りませんが，もう少し人材育成の具体的なやり方というものを工夫する必要性があるんじゃないのかなと思うんです。

　　　例えば，ルーチンワークがある中でしんどいと思うんだけれども，ＯＪＴというのもあるけれども，期限を区切るなど集中的にやるとか，私でしたらドイツなんかに行ったときだったら，２か月間，裁判官とかそれから法律の専門家が集まって，合宿でずっと議論をする。自分の専門以外のことでも１から学べるんですよ。それは極端にしても，ちょっと，１回何か切り離すとか，期限を区切るとかというような，人材育成の新たなあり方というものを模索した方がいいんじゃないかなと思うんです。

　　　私も公務員の方の研修ですとか講義とかいろいろ行かせてもらったりするんですけど，大体行政法を何コマかずっと座学で講義をしていって，憲法の先生は憲法をやって，あとは話し方の人がいらしたりとかですよね。それはそれで実地研修，いいんですけど，それでなくて，例えばもっと相互交流的な，もっと面白い，期限を区切ってとか，場所を変えてとか，いろいろなやり方というのがあっていいんじゃないかと。きちっとした具体的目標設定をするということですね。１年間で何々を取得させるとか，ということを考えてやらないと，いつもずっと建築確認が専門的でできないとか，それはどうなんだろうかなと思います。

　　　そこで，何が足りないのか。時間なのか能力なのか，若さなのか何なのかということを考えた方がいいんじゃないかなと。いつも出てくる話なので。
（事務局）
　　　若干，建築確認について補足をさせていただきますと，一級建築士の資格を持っておられて，その後２年間，いわゆる建築確認ができる事務所で２年間実務となっております。
（委員）
　　　２年間，実務経験がないといけないわけですね。
（事務局）
　　　はい。その後，いわゆる建築主事のための試験というのがあります。これが一桁台からいいときでも３割ぐらいまでの，非常に難しい国家試験。三次市が，今は限定特定行政庁になっていますけども，その場合ですと，県職員が２名ほど三次市の方に最初は行っていまして，それで限定特定行政庁として立ち上げた。そこで一級建築士を持たれた方が一緒に仕事をしながら受験勉強。見事，２年ちょっとで通られた。かなり背水の陣だったんだろうと思います。それはやはり，お互いに県職員と市の職員と一緒に勉強したり，いろいろなことを本当にやられたと，そういう意味で言うと，そういう部分のやり方というのは必要だろうと思うんです。似たような部分に，今，竹原市が取り組まれています。
やはり，そのようにＯＪＴというのは大事なんだと思います。それで福祉事務所の部門についても，県に来てもらってしっかりＯＪＴをして，ケースワーカーとしての技術を持って帰ってもらっています。ＯＪＴというのは，本当に非常に大事だと思います。
（委員）
技術的な話なので，一級建築士についてちょっとだけ。建築士というのは，皆さん，設計がきっちりできて計算ができると思っておられるんですが，違うんです。建築系の学科にもいたことがあるので知っているんですけど，建築系の中で計算とかがきっちりできる人というのは，かなり限られるんです。

　　　だから，そういう意味では技術的な話をきっちりやってもらおうと思ったら，僕はやっぱり，制度的な話もそうですけど，給与面とか，その人たちはそれだけの技術を持っている貴重な人たちだから，優遇してあげないと増えてこないと思うんですよ。それは実態としてあります。

　だから建築家なんてすごい面倒なんですよ。計算を嫌いでもやらざるを得ないんです。だから，そういう意味では勉強をきっちりやってもらうのもそうなんですけども，スキルを取ったんだから，そこのところはちゃんと評価してあげないと，なかなか伸び得ないと思うんです。そういう意味では技術者というのは，それなりに評価していただきたいなというのが，これは技術者サイドの話です。人材育成の中での制度的なところで考えていただきたいと思っています。
（事務局）
　　　もう１点，ちょっと補足，よろしいですか。

　　　先ほど委員が言われました自由と自治という問題について，あれは私らがやっている中で，前も言われましたが，住民自治というのがやっぱり非常に大きな比重を占めていると思っています。そういう中で，やっぱり合併が進んだときに，合併のフォローアップという話も出たんですが，やはり広域化を進めると住民の声がなかなか届きにくい。だから，合わせて狭域化を進めていかないと，なかなかその声が届かないという欠点が出てまいります。

　　　だからそれに対してどう答えていくかというので，住民自治の事業というものも立ち上げてやってまいったんですが，やはり県が市町を越えて住民というところまでは，なかなか事業が現実にはできないですね。やっぱりリーダー育成だとか，それから住民自治の集まりに対する補助だとかが今でもありますけども，なかなかこれも市町でそれほど，消化していません。

　　　だから，現実はちょっと１回また資料を出させていただければと思うんですけども，２３市町が，合併して，住民自治については，市町の方が逆にやられているケースがだいぶ出ています。例えば庄原市なんかでも，合併されたときに，今は自治振興区という形で８８ぐらいありますかね，そういう形がありますが，それをやはり統合していって，例えば中心地で言えば公民館を核として自治区を再編成するとか，公民館を何で使うかというと，実はそこに常勤の職員が２名おられる。普通の自治振興区でいくとやはり５０代の働き盛りの人が，そういう手間がなかなか取れないというので，活動が衰退してしまったりしますので，それを例えば公民館を使うとかいうアイデアを出されて，そういう形でまとめられたり。

　　　逆に合併した市町であっても，やはり自分らは旧市町のそういう自治振興区というか，集まりを重視したいというので，再編成をされないところもある。小さいところは１７人ぐらいそういう固まりが残っていますから，そういう形で努力されて，住民と話し合いながら住民の声を吸い上げるやり方というのは，合併後の形で，新たな形で作られています。

　そういうのは，同じく世羅町でも今は１３ぐらいになりましたが，自治振興区で再編成されていますし，そういう形で進めておりますので，それが１つのこれからのやり方というんでしょうか。やっぱり合併して，区域が広くなったので住民の声をいかに吸い上げるかというのは，やっぱり首長さんらが非常にそこら辺を苦労されているということだと思うんです。それもやっぱり，今の分権の中では大きな要素を占めるんじゃないかと思っています。
（委員）
資料全体を通じて，県民の方とか市町村の方々のニーズというか，サービスを提供していらっしゃるのは，県庁としては県民の方に直接は今は難しいというお話があったので，ちょっとびっくりしたんですけども，県民に直接と，あと市町村を通じて間接のサービス提供と，２つに分かれられると思うんですけども，そうした場合のそれぞれのエンドユーザーのニーズみたいなところがやっぱりどの資料にもないなというのがすごく気になります。

　　　更にその間接的なサービス提供だと，卸売業なんかと似てくるのかなというような視点が出てくるのかなというふうに思うんですけども，そうなった場合，お客さんという言い方が正しいかどうか分からないんですが，市町村が最大限に活動しやすくて，利益が最大化できてということが，やはり間接的なサービス提供の意義だろうと思うんです。となると，県側にはもちろん仕組みもなんですけど，情報提供とか，市町村の課題解決の提案とか，そういうようなことをちゃんとやる，それが本来業務なのにそこを切り離して，権限移譲とか，事務をこうするとか，そういう話だけをするのもちょっと手段だけの話で始終してしまうのかなというような気がしました。

　　　更に，今私は中心市街地の活性化を専門に仕事をしていまして，いろいろな県庁から話があって，各県に，明日も茨城県にお話に行くんですが，大体県の担当者の方々に，この町の問題点，課題は何ですかとよくお聞きするんですけども，まず答えられる方はいらっしゃらないんです。取りあえず予算があって，教育をしないといけないからというので，多分私は呼ばれているんだろうと思うんです。本当に私でいいのかというのは，常々県の方からの御依頼の場合は疑問に思うことがあって，逆に商工会議所や市役所レベルですと，課題に応じて私が呼ばれているということが分かるわけなんです。

　　　そういう現場のニーズとか課題とかということに対して，もう少し敏感に，この環境変化にしてもそうなんです。国の話ばっかりはよくて，ニーズというか現場はどう変わっているのかみたいな視点があってもいいんじゃないかと感じました。
（委員）
　　　同じような視点で，住民とかまちづくりという視点ということが必要なんだろうと思います。あくまで，今回は基礎自治体を強化していって，広島県は全国一の市町村合併があって，箱ものはできたんだろうと思うんですけども，果たしてそこで今回資料３にあるような適切な人材なり財源措置が，適切と書いてあるけれども適切なのかどうかと思う。ある意味，基礎自治体を強化しようとすれば，県のほとんどが，もう県がなくなってもいいぐらいのところで基礎自治体にいって，あと道州制をにらんで圏域の部分をどうしていくかというところになると，そこのところはかなりスリムになっていってもいいんだろうと思うんです。そういうところの考え方を１つ入れる必要があるんだろうと思うので，かなりの人が，事務も行くけれども人役も行くという，かなりの部分が基礎自治体に行けるぐらいの話が必要なんじゃないかなと思います。

　　　もう１つ，事務をやる上で一番重要になってくる情報システムがどうなっているかが分からないんですけれども，市町と県との情報システム，それから今度，道州制をにらんだときに県間の情報システムがうまくリンクできるのか。国との中でとか，そういうインフラの部分がどうなっているのかということが２点です。

　　　もう１つ，３点目はやはり住民というと，この前の環境変化の中に１つあったんですけども，小さな自治体への対応の中で，住民と行政との共有ということで，地域コミュニティの活性，活用をどうするかという視点が入ってきたと思うんですけど，確かにその地域のコミュニティを主役として出していかないと，意識改革というのはできなくなってくるんです。

　広島県でも地域農業集落法人というのは全国一できていたんです。その中でやっぱり地域の住民が将来どういう方向を，その集落の中で描いていくかというビジョンづくりから始まって，その参画の中で法人を目指すのなら法人化をしていく。農地の集積化を図っていく。そういう形のコミュニティのつくり方を先進的にやっている事例もあるので，そこらのところを地域の自治体の中にうまく組み入れることで，集約して出してあげる。そんな方法も，広島型というのなら，広島型とある程度考える必要があるのかなということを，感じました。
（委員長）
各委員も御指摘されたように，本来は住民に最も近い市町にいろいろな仕事を下ろしていくわけですよね。そうは言いながら，県だと少し住民との間に距離があるものですから顔が見えにくいところがまだまだあるんだろうと思います。

　　　先ほど，そういった生活者，企業の方々の顔を思い浮かべながら市町にどんなふうに，どんな仕事をしていくかということをもっともっと議論してほしいということなんだろうと思います。

　　　
（委員長）
そうすると，県の仕事がどんどんスリム化されるので，これはむしろ次の議題，資料４について事務局の方から説明してください。
（事務局）
資料説明：資料４「国の制度改正，道州制の実現に向けた主な取組と課題」
（委員長）
今まで，資料３までに県から市町に権限移譲を進めようにも，いろいろな制約があるというお話がありました。その大きな絡みがこの２つだろうと思います。環境変化のところで，地方分権改革の進展，それからその下，道州制議論の加速とありますが，実際には踊り場といいましょうか，今はもたついている状況ですので，むしろ地方の側からいろいろな提案をしていく，非常に重要な時期といってもいいんだろうと思います。

今の資料４につきまして，どなたか御質問。先ほど来の県の役割とも関係してくると思いますが。
（委員）
中心市街地の活性化の場合は，最初からもう国が基礎自治体でやりますという制度をどんと作ってしまったんですよね。それで，それがすごく画期的でもうやっちゃうんだという感じだったんですけども，それで実は現場では，まったく不便はないんです。

　　　何か申し訳ないんですけども，そういうことを考えると，もう一部始まっているのかなとも，まちづくりとかそのほかの分野では始まっているのかなというように感じています。
（委員長）
どこかの政党の二層制案に近いような話だと思うんですが。
（事務局）
実は，今の地方分権改革推進委員会あるいは道州制ビジョン懇談会とか政府の機関が今，第二期の分権改革ということで進めております。その前段に，実は第一期の分権改革がありまして，そのときに地方から，国が内政に口を出さんでもいいよと，財源も権限も地方へちょうだいと，特に全国知事会がそういうことを言ったわけです。

　　　だからなお一層，実は最近の動きは，県飛ばしという状況に，これが著しくなっています。見方によっては，地域のために県がやるのか国の地方機関か，どちらがいいサービスをするか，競争相手がない社会は駄目だから，競争相手ができていいことじゃないかと思っていますが，まさにそういうことが膨大に広がっております。

　　　だから道州制の議論。本当にいるの，どうなのということはやっぱり，これはよく考えた上でこれからの県行政をどうやっていくかというのは必要だと思います。

　　我々県の立場から言うと，やはり地方のことは自治として地域でやるべきだと思っております。今のあり方は，先ほど委員もおっしゃったんですが，明治以降の中央集権型の統治国家の最たるもの。形の上では民主主義になっていますが，本当に住民の意見，思い，我慢も含めて納得も含めてやられているかどうかということを考えたら，今のようないわゆる中抜きという形になると，本当に民主主義なのか，官治主義じゃないかと。霞が関が全国をコントロールするということが，本当の意味でいいのだろうかということを，我々としては考えざるを得ない。

　　　それともう１つは，この資料４に載せていますけど，地方自治って一体全体何なのという議論のときに，住民が考え，住民が実行して，住民が責任を取るのが地方自治で，そもそも社会生活が成り立っている中で，自治というのは我々の基本的な権限として持っているのではないかと思う人たちと，いや，実は国が全部持っていて施しのために自治だと言ってやらせているんだという，学説的には昔からありまして，そういうことをやっぱりよく考えないといけないような気がいたします。
（委員）
あるべき論としては，確かにおっしゃるとおりだと思うんですけども，例えば私はユーザー側で，県や国の，いろいろな施策制度を選んで活用させていただいたり，御相談に上がったりするんですけども，圧倒的に国の方が柔軟，レスポンスが早いんです。同じ商店街活性化ではいろいろなメニューが市から県，国といろいろ制度があるんですけども，一番早いのがやっぱり国の制度なんです。

　　　なので，やっぱりユーザー側としては，かなり使い勝手がいい。ユーザーに向けて改革してこられたということがすごく感じられますので，その辺りのその使い勝手のよさで，やっぱりユーザーは選ぶということはすごくあろうかと思います。
（委員長）
おっしゃるところは確かに一理あると思いますね。それから実は予算もすごく付いている。さっきの地方分権と言いながら，国の機関にしてみたら，中央省庁から地方機関に分権しているお金も権限も，確かにそういう意味ではユーザーさんにしてみればやりやすくなったと思います。

　ただし，一方では，さっきのように地域のことは地域で責任を持つ，自分たちで決定をするという側から見ると，国の地方機関が持っているお金は膨大な金額なんですが，監査，チェックができないんです。実は今年はこんな問題を抱えている，少子高齢化で悩んでいるからこれだけ優先すべきだといっても，自分たちは国会を通しているからということで，もう使えるんです。

　　　こういうのは，本当に今おっしゃったように，分権という意味で正しいのかどうかというのがちょっと気になったことですね。しかも今，国の地方機関は統廃合を目の前にして，生き残りをかけて一生懸命なんです。働いてますというのを見せなくちゃいけませんので，ますます混乱に拍車をかけている状態です。

（事務局）
確かに中心市街地もそうですし，地域資源活用もそうですし，企業立地促進法もそうなんですけど，基本的に国が大きなお金を持って，三位一体改革で県を通してはいけないとなったために，直接やるようなことが増えているんですけど，実際に例えば地域資源活用法なんかで計画策定をするのは県なんですよ。県がやっている。ただし，国がお金を持っているために，支援は直接国がやるよというなことが今相当増えているわけなんです。

（事務局）
それがけしからんとかいう話じゃなくて，そういう実態があるということなんです。それで，これは実は次の次ぐらいに，財政問題に触れますけれど，実は根っこは財政コントロールを国がしていて，例えば簡単に言いますと，さっきの借金の話をしましたが，国は６００兆円を超えた借金をしているんです。地方は２００兆円。全体の１，８００の団体で２００兆円と言われておりますが，地方は金があるから借金が少ないんじゃないんです。金を借りることも国の許可がないと借りられないんです。そういう具合なシステムで，すべてコントロールを受けていますから，例えば最初に委員がおっしゃったこととよく似ているんですが，労働行政であるとか，経済産業行政であるとかいうのは，県のやっているのは本当に部分的なことしかないんですよ。

　　　そういう部分は，実は国が法律ならまだしも，通達みたいなもので，役人が民間を護送船団だの何だのと言ってコントロールするというシステムをがっちり作っていまして，地域，市町村でも県でもこの部分については，１００万都市以上では最も産業都市の性格が広島は強いんですけど，例えばマツダを中心とする製造業を強化するため，マツダが取り組まれているレベルと対等な商工行政，あるいは労働行政が県でできるかというと，できないシステムになっちゃっている。地域が本当にそれでいいんだろうかという課題がありますということに，ぜひ財政課題もクリアする中で，問題点を明らかにしていただきたいなと思っております。
（委員）
　　　要は，そういうところが見えないんですよね。こちらで，例えばユーザーサイドの話からいったとしたら，こういう勧告をされています，これはどんなメリットがあるんですかと言えないんです。いや，でもそういう二重行政が，あるいは三重行政があるというところをどう整理すればいいかというところで，じゃあ，今国の地方機関が直接金をまいているからそれでＯＫと，ですけど，それでぽしゃったときに，その国の地方機関が責任を取るんですかとなると，責任を取る形にはなっていないんです。ただ法律の問題なんですよ，今言われたのは。責任を取るのなら県。だけど国は金を持っているから好き勝手に金をばらまける。そこまで突っ込まないといけない。じゃあ，国が直接やって，そのあとに責任を取れと言うと，国は逃げちゃう。
（委員）
中心市街地活性化のお金の責任はどう取りようがあるんだろうというのが，ちょっと１つあると思うんですよね。何億，何十億と出る予算もあるんですけども，それが失敗したときの責任をどういう取りようがあるか。
（委員）
　　　国だったら逃げちゃうんですよね。

（委員）
　　　地方自治体が結局，取ると思うんです。

（委員）
　　　地方自治体，市町村とか県であれば逃げようがないですよ。自分たちがそこで生きているわけだから。

（事務局）
　　　それでも逃げようとするんですよ。

（委員）
まあ，逃げようとしますけど。だからそういうところを国でいくとすると，やっぱり法律を含めて変えていかなきゃ駄目なんで，権限というものが，だからお金だけじゃなくて，責任論としてのそういうところもいじくっていかなきゃ駄目なんですよ。

（委員）
　失敗したら責任というのは，具体的に言うと，頂いた補助金を返すという意味ですか。

（委員）
　　　そういうケース，いや，返すということはあんまりないと思うんですけども，でもやりっ放し，要は借金抱えっ放しということしかないですよ。

（委員）
結局，これって責任の取り方というものがはっきりしないんだろうと思うんです。今までのまちづくりで責任を取った事例って首長が変わるぐらいしかないんですよね。ということであれば，責任云々ということも，もちろん今後は考えていかないといけないと思うんですけども，今のところ一ユーザーとしては，こうだからこうすべきだということを，まちづくりでもそうですよね。みんなばらばらに住んでいたら大変だから固まって住んでよ。町を続けていくにはそれしかないのよと皆さんに言いますけども，そういう，こうじゃないと危ないからこうしてくださいという訴えかけは，人を動かすに足りないんですよね。

　　　そうではなくて，どちらかというとメリットに訴えかけるみたいな，例えば早い，効率的とか，もしくは，割と近未来に生活が良くなる，便利になるみたいなことがメリット面で訴えかけられないと，こうこうこうすべきだからというような部分って難しいんじゃないかと思うんですよね。
（委員）
　　　それもよく分かるんですけど，じゃあ，何で国が早いのかというと，実は国は法律を作っているから，自分で勝手に解釈できるんですよ。その解釈論まで下ろしてくださいという話になるとすると，道州制になる。だから，要は道あるいは州が法律を作れる状態にしないと駄目なんです。
（委員）
　　　道州制を導入ということは，そういうことまで入ってくると思うんですよね。

（委員）
　　　県の皆さんが遅く感じてしまうというのは，多分国にいろいろと確認されるからだろうと思うんですよ。

（委員）
　　　そうそう，どんどん確認している。というか，法律をがちがちに考えるのは，下にいけばいくほどがちがちに考えるので，市町村が一番融通が利かないです。その話を国の中央官庁の人間に言ったら，いいですよ，そんなのって一言で済んでしまう。

　　　それだけ向こうは法律を作る権限を持っているから。その意味では責任を取るべきなんですけど，責任は取らないですから。そういうところも含めて，もうちょっと分かりやすく説明していただかないと，特に住民の方々は分かりにくいんじゃないかなと思います。

（委員）
責任を取るシステムがないんですよ。地方自治体の場合だったら，例えば住民が議会の議員を公選で選ぶ，直接請求権というのを持っていますでしょう。それから住民訴訟という訴訟を起こせますよね。違法な公金支出があったような場合だったら。住民訴訟は，ほかの行政訴訟に比べると非常に機能しているというか，件数も多いと言われますよね。地方自治体がやった違法な公金支出について，チェックが利くんですよ。するかどうかは別の話にしてね。そういう責任の取らせ方というのは，一つのシステムとして地方自治体の場合は用意されている。

　　　しかし，国の方は違法な補助金の交付であるとかどんどんしたって，住民の人がそれは駄目だという，そういった救済システム自体がないんです。だからシステムがないから，それだから違法だろうとなんぼやろうと何であろうと好き放題。だからそういう点では，レスポンスとか何とかというものは入るのかもしれない。ただそれが自治という観点から見たときに，人がチェックを入れる機会というものをきちっと準備しておくのか，そうあるべきでないのかといったことを考えたときには，ある一定の答えは出ているような気は，私はしているんです。
（委員長）

　　　何か具体的な事業があった方が話が分かりやすくなって，かなり分権の本質に近い議論になったと思います。

　　　以上，今日は３つの大きな分野の報告があったんですが，通して何かぜひ言っておきたいこととか，次回に向けてこういった資料をそろえてほしいという御要望がございますか。今のような，中心市街地のような事例はたくさんあると思いますので，身近な問題から生活者とか企業の顔が見える問題から取り組むことも考えられると思います。

（委員）
　　　最初に委員が質問されたことなんですけど，結局，国と基礎自治体の間に県があって，県がどのようなビジョンで今から動いていくのかというのが，今一つよく分からないところが正直あるんです。つまり，中間的なところで何を担うのかというところ。抽象的にはお話を聞いて分かるんですが，やっぱり具体的なイメージが持ちにくいところを，今日のお話を伺っていても感じます。

　だから，そういうところのイメージをもう少し，更に膨らませていただける何かが頂けたらと思うところです。
（事務局）
まさに県のあり方あるいは県がそのまま道州になる，これがどうなのということを，実は議論をしてもらうという場でもあると思っております。簡単に言いますと県庁の職員は，このままいけば自然と道州の職員になるんだろうぐらいにしか思っていない部分がありまして，生き残りのための道州を前提にしたって私は意味がないと思いますから，こうあるべきではないかと完全な意見は出ないかも分かりませんけど，その部分を小委員会として，あるいは審議会として，ぜひ議論をしていただき，こういうことを目指すべきではないかというようなことも，ぜひ議論していただきたいと思っております。
（委員）

　　　そういう意味で言ったら，先ほどの道州制のところで具体例が出ていて，僕はイメージが分かるんですけど，具体的になぜこれが出てくるかというのが分かるんですけど，分からない方もおられるんです。別にここの方だけじゃなくて，住民が何でこれが道州制の話なのか，例えば河川だったらまだ防災の話があるから分かりますけど，ほかのところ，例えば保健所の話をしても，何でそれが道州制の話に絡むのか分からないんですよ。どういうメリットがあるんですかという話ですよ。
（委員）
　河川とか道路というのは，私たち素人の目にも見えています，ただ先ほどありましたように県が抱えている事業の中で，９割はまだやっぱり県が持たなきゃ駄目だと考えておられるわけですよね。１割しか移譲，しかというか，そうなっていますね。

（事務局）
　　　まさに９割の部分は，移譲するということではなくて，我々がやるというふうに考えているが，それは地方分権を進めるということではない部分で残っている部分もあるし，さっきエンドユーザーの住民の人が便利なら，市町村がやってもいいかもしれんけど，県がやってもいいんじゃないかという部分も，複雑に輻輳してやっている部分も，実はありますという部分がかなりあります。

（委員）
　やっぱりそこはコアが何かあるだろうというふうに，私たちは想像しますよ。

（事務局）
私たちもコアをしっかりしないと，しっかりテリトリーが分かれていないと，さっきもおっしゃったように市町は県に依存し，県は国に依存し，できないことは国がやってくれんとか，住民に対しては，自分たちの責任じゃないよというようなことを，ずっと繰り返しているわけですよ。

　　　だから最初に申し上げたように，ここにお願いしたら，こういう仕事は市町で責任を持ってやってくれるんですよね，できなかったら説明も市町がするんですねというような形が，今よりはるかに望ましいということで，我々は地方分権を熱心にやっているし，もっとうまいやり方をしないといけないと思う。

　　　実は８月１日に全戸に配布しますが，「県民だより」があります。あれで道州制について２回目を８月１日に出す予定なんですが，どういうふうに書いたら道州制を理解していただけるかなと随分悩んでなかなかいい資料ができない。だから我々もある意味で悩んで，知恵がない部分でもあるので，こういうふうに考えたらどうと，生き残りじゃなくてこうすれば住民は納得するよ，県民は納得するよと。極論を申し上げると，私は中では，今の県は徹底的につぶせと，新しい道州は，今の県をなくした，改革をやった後に必要性がでてきたら道州制はできるんだよというのを無責任にも言っていますが，そのぐらいの意識がないと，形だけ変えても肝心の職員のスキルとか，政策の中身が変わらないんじゃ議論をしても駄目だと思っておりますので，ぜひよろしくお願いいたします。
（事務局）
　　　委員からの御指摘にも関係するんですが，広域自治体はどういう役割かというお話がありました。基本的には内政は地方が担う。そのうちで住民に身近な施策，いろいろな行政サービスは，基本的には基礎自治体が総合的に担っていく。そこでカバーし切れない，多分極論にしたら，課題がなければ広域自治体はいらないということになると思うんですが，総合ということじゃなくて，広域自治体というのは特定の課題，その地域全体に共通するような，だから道州によってもそれぞれによって違うと思いますけども，特定の課題についてやっていくというのが広域自治体かなと。そういう意味で，もし特定の課題がなければと事務局が言いましたように，広域自治体というのは，もしかするといらないと。だから民主党の案のような基礎自治体と，ある意味，中央集権的ですけども，国の二層というのもあるのかなと。だからその特定の課題が何かということをしっかりお示しをしていくことというのが非常に重要なのかなと。

　　　イメージ的には，例えば環境とか広域的な産業政策，防災とかというのがあるんだろうと思いますけども，おっしゃったように総合行政は基礎自治体，広域自治体というのは特定課題を広域的に担っていくというイメージかなという感じがいたします。
（委員）
過激な意見ですけども１つ。エゴの抑制というものを考えていただければと思うんですけど。どこまでのエゴをどこが抑制させるんですか。そういう視点の切り口というのもあり得ると思うんです。いみじくも環境だったら廃棄物の問題なんていうのは，特に産業廃棄物なんていうのは広域的な関心がありますから，エゴの抑制なんですよ。

　　　それで，権限の話で言ったら，例えば自治体が，今だったら県知事が許可したから県知事の責任で不法投棄をやろうが何をしようが，全部責任を負わされるわけです。仮に見つかったら，莫大な金を。それで国はもうほったらかしですよ。でも，法律を作ったのは国なんですよ。というようなところがあります。１つの切り口だと思うんです。
（委員長）
　　　分権ってどうしても上から下に下ろすようなイメージが強いんですが，今おっしゃったように，冒頭には出ていますが，自分たちのことを律するガバナンス，セルフガバナンスの問題も含めて，考えていかなくてはいけないと思います。

【閉会】
（委員長）
　　　今日のような議論をまた次回に引き続き議論をするために，事務局の方で資料の整理をお願いしたいと思います。

　　　それでは，第３回の小委員会を終わります。本日は，長時間ありがとうございました。
８　資　　料　　　資料１　　　市町と県の新たな関係について
　　　　　　　　　資料２　　　市町の現状と主な課題
　　　　　　　　　資料３　　　県から市町への権限移譲の取組と課題
資料４　　　国の制度改正，道州制の実現に向けた主な取組と課題
参考資料１　広島県の市町の現状について

参考資料２　県から市町への権限移譲の取組について
参考資料
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